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議  題 
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・次第 
・策定委員会名簿 
・資料１ 川俣町中心市街地活性化基本計画策定第２回委員会資料 
・資料２ 商工業者ワーキング計画（案） 
・別紙 川俣町中心市街地活性化基本計画策定第２回委員会資料（詳細版） 
・別紙 川俣町中心市街地活性化基本計画策定委員会（第２回委員会）（ＰＰＴ版） 

 
協 議 ・ 決 定 内 容 

 
１ 開会（橋本係長） 
 
２ 委員長挨拶 
・平成２５年１月３１日に第１回策定委員会を開催してから４ヵ月が経過したが、この間、２月１９

日には企画提案方式によりコンサルタントを選定し、アンケート調査、空き店舗調査、交通量調査、

前計画の成果調査などに取り組んできた。 
・本日の策定委員会では、中心市街地の現状として、各種調査結果を報告させていただく。 
 
３ 委員変更・紹介 
・平成２５年４月の人事異動により、町長が任命する委員に変更があった。 
・川俣町副町長の伊藤智樹委員、企画財政課長の佐藤真寿夫委員、建設水道課長の斎藤和弘委員が、

前任者を引き継ぎ、委員となった。 
４ 議事  ※議長は青木博一委員長 
（１）協議 
協議事項１ アンケート等の調査結果について 
 協議事項２ 前計画の成果調査結果について 



※パワーポイントを用いて、コンサル菊竹主幹が一括説明した。（別紙 川俣町中心市街地活性化基

本計画策定委員会（第２回委員会）（ＰＰＴ版）は手持ち資料） 
・中心市街地活性化基本計画における中心市街地の３つの要件について、前計画に定める中心市街地

の現況調査結果から見ると、いずれの要件も満たしていると判断できる。 
【集積要件の確認】 
・全人口の２４．７％、全世帯の２８．８％が中心市街地に居住している。 
・都市計画区域内の８．２％の土地に、住居系が３０％、商業系が３９．８％、公共公益系が３４．

５％集積している。 
・中心市街地の３つの商店街に小売店舗の４２．２％、売り場面積の２５．９％が集積している。 
【趨勢要件の確認】 
・町中心部では、人口・世帯数ともに減少傾向にあり、町域の減少率を上回っている。人口減少率は

４ポイント高く１６％、世帯減少率は７ポイント高く９％となっている。 
・町中心部では、少子高齢化が進行しており、町域よりも老齢人口率が５ポイント高く３６．４％と

なっている。 
・平成１２年と平成２２年を比較すると、福島市、二本松市への通勤割合が増加している一方、福島

市、二本松市、伊達市からの通勤割合も増加しているが、町域の就業者数は減少している。 
・平成１２年と平成２２年を比較すると、郡山市、伊達市、二本松市への通学割合が増加している。

少子化の影響で、町域の通学者数は減少している。 
・中心市街地の店舗数は１５１件である。空き店舗は８１件で、平成１２年より２４件増加しており、

空き店舗率は３４．９％である。 
・平成２５年５月８日（水）と１２日（日）の交通量調査結果を見ると、平成１２年と比較して、中

丁交差点の歩行者数、自転車数、自動車数の減少が著しい。商店街の核店舗（ファンズ中丁店）の

閉店が影響していると考えられる。 
【広域効果要件の確認】 
・川俣町都市マスタープランでは、「中心市街地を核とし、コンパクトで質の高い市街地を中心とし

た将来都市構造」をめざしており、まちづくりにおいて、中心市街地が中核的な役割を担っている。 
【将来居住人口の推計】 
・原子力災害による川俣町避難住民は、山木屋地区（計画的避難区域）１，２１６人、その他自主避

難が１５６人である。 
・山木屋地区避難者のうち７７７人は町内であるが、４３９人は町外に避難している。 
・自主避難者のうち１３９人は町外に避難している。 
・川俣町への他市町村からの避難者は６９５人となっており、飯舘村が約８割を占めている。 
・除染作業員は９７３人である。７９８人は通勤者であるが、１７５人は町内宿泊者である。 
・平成２１年９月の川俣町人口推計報告書をベースとして、現在の居住人口の増減を加味して推計す

ると、５年後の居住人口は最大で１３，９４６人、最小で１２，６５６人、１０年後の居住人口は

最大で１２，８１８人、最小で１１，５２８人と推計できる。最大となる仮定条件は、町外への川

俣町避難者が全員川俣町に帰還し、他市町村避難者が全員川俣町に残る場合である。最小となる仮

定条件はその逆である。 
【商圏の状況】 



・最寄り品の町内購買率は９０．１％であり、旧飯野町４７．１％、飯舘村３２．９％、旧月舘町１

４．９％、旧東和町９．６％の流入もある。福島市への流出は８．６％である。 
・買回り品の町内購買率は３４．９％であり、飯舘村１５．６％、旧飯野町１０．１％、旧月舘町６．

１％、旧東和町５．５％の流入もある。福島市への流出は６１．７％である。 
・買回り品の購買人口は６，４３０人で、平成９年からの１５年間で５８．５％減少している。買回

り品は地元購買人口、吸引人口ともに減少している。アンケート調査結果を参考にすると、平成２

１年買回り品地元購買人口４，４６４人のうち２，１７０人（４８．６％）が中心市街地利用と想

定される。 
・最寄り品の購買人口は２１，２６３人でほぼ横ばいである。 
・最寄り品の地元購買人口は緩やかに減少しているが、吸引人口は増加傾向にある。 
・アンケート調査結果を参考にすると、平成２１年最寄り品地元購買人口１５，０７６人のうち４，

０４７人（２６．８％）が中心市街地利用と想定される。 
・商圏人口は、約３．７万人であり、昭和５５年との比較では約３０％減少している。震災による影

響は５，０００人減少と推計されるため、現在の商圏人口は約３．２万人と推計される。 
【町民アンケート結果】 
・最寄り品は２３．３％、買回り品は１２．３％が中心市街地を利用している。 
・中心市街地には買物のほか金融機関を目的とした利用割合が高い。金融機関は中心市街地への貴重

な誘客要素となっている。 
・中心市街地への来訪回数は、週１回以上が５０％以上を占めているが、前回調査と比較して、ほと

んど行かないが１％から１６．８％へと大幅に増加している。 
・中心市街地に行かない理由は、魅力あるお店が少ない４１．４％、楽しめる施設がない２６％であ

り、滞在時間も３０分以内４２．６％、３０分以上１時間未満３２．４％となっている。 
・中心市街地に望む姿は、様々な施設が揃っている利便性の高い街３７．４％、歩いて楽しい街１７．

４％が上位となっており、必要な施設は商業（買物）施設２６．３％、飲食店１５．７％、公園・

イベント広場１２．１％、福祉・医療施設１０．５％が上位となっている。 
・中心市街地に対するイメージは、人通りが少ない２６．６％、全体的に雰囲気が古い１０％となっ

ている。 
・中心市街地へのアクセスは自家用車（自分で運転）５６．８％、自家用車（家族送迎）１４．７％

となっている。 
・中心市街地への居住意識は、住みたいと思う２．９％、条件が合えば住みたいと思う１０．８％で

あり、居住するための条件として安価な土地２９．６％、安価な賃貸住宅１９．１％、新しい賃貸

住宅１７．４％となっている。 
・中心市街地に所有している土地の現状は６．８％が空き地になっているが、その活用方針は貸地と

して活用したいが５０％である。 
・中心市街地に所有している家屋の現状は３．２％が空き家となっているが、その活用方針は貸家と

して活用したいが３３．３％である。 
【避難者アンケート結果】 
・仮設住宅避難者の買物場所として川俣町内が利用されている。最寄り品は中心市街地が１３．３％、

道の駅川俣周辺が８６．７％である。買回り品は道の駅川俣周辺５０％、福島市５０％となってい



る。 
・仮設住宅避難者の中心市街地来訪目的は、買物５４．３％、金融機関２８．６％で、週１回以上の

利用が６０％以上となっている。 
【商業者アンケート調査】 
・商店経営者の年齢は、５０歳以上が９３．２％と高齢化が進んでおり、後継者がいない４０％とな

っている。 
・今後の事業継続意向については、近い時期に閉店したい４．３％、自分の代で閉店したい４６．４％

となっている。 
・閉店後の建物の利用意向は、テナントとして貸す１５．２％、居住地とする３０．３％、取り壊し

て別の利用をする６．１％となっている。 
・中心市街地における活動状況については、あまり積極性が認められない。 
【前計画の検証結果】 
・７４の登載事業のうち、実現した１２、部分的に実現した７、検討したが実現しなかった１、全く

実現していない５４である。 
・実現しなかった原因としては、事業を実現するうえでの手法（ＰＦＩ）が適切でなかったこと、事

業資金や担い手を確保できなかったこと、基幹事業が未実施のため派生事業も未実施となったこと、

事業目的、必要性、メリットが不明確であったことが挙げられる。 
【中心市街地活性化に向けた視点】 
・各種調査結果等を参考とすると、今後の中心市街地の機能として、視点①「商業」機能、視点②「居

住」機能、視点③「交流」機能はどうあるべきか、整理する必要がある。 
 
【アンケート等調査結果、前計画の成果調査結果について質疑応答】 
昆邦男委員（まちづくり川俣代表取締役） 
前計画の策定メンバーの一人であった。策定当時は主体の一人として事業を推進していかなければな

らないとの意識があったが、策定後は、結果として、事業進捗の追跡調査さえ実施されなかったこと

は、反省点に挙げられる。 
国のＴＭＯ構想に乗った計画であったため、まちづくり会社が事業の推進主体であった。スタート時

点では、コスキン会館建設等も含めた中心市街地の総合的計画の推進組織として、５０名ほどの株主

によるまちづくり川俣が設立されたが、３年後に国がＴＭＯ構想を撤回したため、挫折してしまった。

前計画はまちづくり会社に依存する計画であったため、大部分が未実施に終わってしまったが、計画

事業の中には莫大な事業費を要する事業もあり、そもそも実現性に問題があった事業もあった。 
 
橋本係長 
前計画は平成１３年８月に策定されたが、当時を振り返ってみると、中心市街地活性化基本計画は、

ＴＭＯという推進母体があり、まちづくり計画を実施していく共通の合意が形成されていれば、事業

の実現性は問わず、国の認定を受けることができた。 
登載事業の中には、街なかに都市計画道路を一本通して、シルバーハウジング、ヤングハウジング、

都市公園を整備する事業もあったが、都市計画道路を整備できなかったために派生する事業も実施で

きず、未実施の大きな原因になってしまった。 



また、計画当初は、小泉内閣による三位一体の改革が強力に推進された時期で、地方交付税の削減、

国補助金の削減を受けて、市町村財政も歳出規模を抑制しなければならない課題に直面していた。町

も行財政改革に取り組み、ハード事業に対する十分な財源を確保することができなかった。 
まちづくり会社も町も事業資金のめどが立たなかったが、まちづくり会社はハードからソフトへの事

業転換を図った。これがＴＭＯ構想の加筆追加版で、町の基本計画も加筆追加認定された。ソフト事

業もまちづくり会社が中心となり展開される予定であったが、関連する団体・組織との調整がうまく

いかず未実施の事業が多く残ってしまった。 
前計画の反省点も、成果調査結果から明らかになっているため、今回計画では、事業目的の確認、事

業主体の確認、事業資金の調達方法などもきちんと詰めたうえで、登載事業を決定していきたいと考

えている。 
 
佐藤美恵子委員 
一主婦として、一絹蔵利用者として意見を申し上げたい。絹蔵にはお茶など休憩する人、野菜など購

入する人が訪れるが、５時閉店は早すぎる。 
作品展やギャラリーの年間スケジュールは結構埋まっており、希望の時期になかなか利用できない。 
場所は交差点にあり、駐車場も狭く、場所に問題があるのではないか。 
町には趣味のサークルが多くあり、気軽に利用でき、来訪した他市町村の人と交流できる場所が必要

とされている。 
空き店舗や空き地の再利用は検討できないか。絹蔵には小学生が集まり宿題をしており、こうした機

能の提供は大変良いことと思う。 
 
昆邦男委員 
街なかの条件の良いところに絹蔵はあり、他市町村よりも条件的には整っている。３ヵ月ほど試験的

に閉店時間を５時３０分にしてみたが、利用者の多くが高齢者であり、高齢者は暗くなると外出しな

いため、利用状況は変わらなかった。 
 
佐藤美恵子委員 
金融機関は、街なか来訪の目的になっている。街なか商店街も年金支給日にあわせて何か仕掛けを検

討してはどうか。 
川俣を来訪する人の中には蔵を称賛する人がおり、蔵も魅力の一つと考えている。蔵の内部を公開し

てもらい、コーヒーを飲んだり、作品を眺めたりできれば、観光にもつながると思う。 
大きな事業費をかけられないならば、身近なところから始まり、大きな広がりにつながっていけばと

思う。 
 
高橋文雄委員 
３つの要件を満たしていることで国の認定は受けられるのか。また、補助制度のメニューや規模はど

のようになっているのか。 
 
橋本係長 



国の認定を受けるためには、３つの要件を満たしたうえで計画を策定する必要がある。なおかつ、今

後検討する具体的な事業を実施した場合に、中心市街地の活性化効果が数値データで示され、その期

待される効果が認められないと認定は受けられない。当然、実施する事業の資金調達方法や実施主体、

その他関係する団体との連携なども整理が必要となる。 
実施したい事業を挙げるだけでは国に認めてもらえないし、前計画の反省点にもあったように、実施

主体等をきちんと詰める必要がある。 
事業の詳細を詰めたうえで、国に認定申請した方がよい場合は認定を視野に入れることを考えている。 
 
昆邦男委員 
前計画では国のＴＭＯ構想があったため、その流れに皆が乗った。町と合意を得た事業に対しては、

お金がどんどん出てくる印象を受けていた。そのため大判風呂敷の事業が登載されてしまった。 
 
高橋文雄委員 
現状を見れば、中心市街地とは思えない地域が含まれている。中心市街地が広すぎる。 
 
青木博一委員長 
町全域から見れば、中心市街地が広いとは思わない。 
 
誉田幸男委員 
中心市街地の中心でなければ事業ができないわけではない。例えば、駅前商店街で実施すべき事業が

あれば実施するだけで、中心市街地の広い狭いは問題ではない。 
 
橋本係長 
国の事業メニューを活用して事業を実施したいとなれば、国の認定を受けた方が有利となるため、国

に認定申請することになる。しかし、仮に実施したい事業の財源が震災関連で確保できるならば、中

心市街地活性化法に基づく国の認定は必要なくなる。今後の具体的な事業内容を見極めたうえで国認

定の選択肢をどうするかということになる。 
なお、国の認定を受ける場合は、策定委員会とは別組織の活性化推進協議会による協議が必要となる。

当該協議会は、まちづくり会社などまちづくりをソフト面で支える団体等で構成することとなり、具

体的な事業内容のすり合わせを行ったうえで、認定申請の手続きを踏むことになる。国の認定を受け

るとの方針が定まった場合には、活性化推進協議会を設置する。 
 
後藤由美子委員 
具体的な事業も主体となるべき人にやる気がなければ進まない。一般の人も巻き込んで、やる気のあ

る人の育成も必要と考える。 
絹蔵は今の場所で良いと思うが、外から中の様子が見えず、何をしているのかわからない。外にテー

ブルを出してお茶を出すことも検討してはどうか。 
今年ロードレース大会は２０周年を迎える。街なかを走るランナーを商店街の人達も応援し、それと

あわせて宣伝もすることを検討してはどうか。 



 
昆邦男委員 
イベントは、町、商工会、商店会など様々な機関が主体となって実施されているが、それぞれのイベ

ントを統括して実施する機関が必要ではないか。ロードレースの場合でも商店街でできることをつく

り上げることも必要と思う。 
 
後藤由美子委員 
ロードレース参加者に食事マップを提供しても良いと思う。他力本願ばかりでなく、自らが頑張れる

方法を考えることも必要である。 
いくら待っても予算はついてこない場合もある。今までのものに縛られず新しいことを取り入れる姿

勢も必要と思う。 
 
協議事項３ 商工業者ワークショップの実施について 
※資料２を用いて、橋本係長が説明した。 
・商工ワーキングは、策定委員会設置要綱第５条第１項に規定するワーキンググループの作業として

取り組むものである。 
・具体的には、６つの商店会から若手中心のメンバーを選出し、ワークショップ形式で、基本計画に

盛り込む活性化事業を検討してもらう。 
・ワークショップ活動を通じて、まちづくりを担う主体としての意識高揚も狙いとしている。 
・開催時期は６月中旬から７月下旬まで、２週間に１回程度の割合で５回予定し、各回の協議のテー

マや目標の概要は資料のとおりである。 
・開催日程等は参加者の都合を考慮して調整するため、資料にあるスケジュールはあくまでも一つの

目安である。 
 
【商工業者ワークショップの実施について質疑応答】 
後藤由美子委員 
ワークショップに高校生を参加させ、若者の意見を聞くことも重要ではないか。 
 
橋本係長 
午後７時からの開催を見込んでいるので、未成年の参加は好ましくない。 
 
後藤由美子委員 
夏休みに開催することはできないか。 
 
橋本係長 
参加者は事業者を想定し、通常の業務終了後を見込んでいるため、午後７時開催となる。 
 
誉田幸男委員 
高校生だけによるワークショップを開催できないか。 



 
橋本係長 
ワークショップで想定しているのは、実際に実施する事業を見い出していくことであるため、例えば

高校生によるアンテナショップを街なかにつくるとして、アンテナショップで何をするかについての

アイディアは出せると思うが、街なかの商店街で具体的に何をすればよいかというアイディア出しは

難しいと思う。 
ワークショップでは、ハードよりもソフト事業を想定しており、自分達が主体的に何をすべきか、自

分達ができることは何か、商工業者自らが考えるスタンスで実施したいと考えている。高校生の意見

を聞く機会はあっても良いと思うが、ワークショップの中では難しいと思う。 
 
高橋文雄委員 
ワークショップで見い出すアイディアは何か。自分の商売を向上させるものか、それともイベント的

なものか。 
 
橋本係長 
ワークショップメンバーに活性化事業を何か考えてくださいと言っても、なかなかとっかかりが難し

いと思うため、アンケート結果や中心市街地の活性化の視点を示したうえで、筋道を立てて、議論を

掘り下げていきたいと考えている。グループ討議になるため、具体的な事業がどの方向に転ぶかはわ

からないし、保証もできないし、必ず何か形になるとも限らない。 
 
誉田幸男委員 
策定委員会で検討した方向性をワークショップとすり合わせないと、全く違った方向性の事業が出て

くる可能性がある。策定委員会の委員もワークショップに参加し、方向性をすり合わせることも必要

ではないか。 
 
橋本係長 
ワークショップには一般の人も含めることを提案されていたが、商工関係者の中に入っては、自分の

意見も言いにくいと判断して、一般の人は除いた経過がある。その一般の人に代って策定委員会の委

員がメンバーに入ってもらい、議論がずれた方向に行かないようにすることは意味があるし、また、

参加した委員がワークショップでの議論内容を策定委員会に報告することも必要と考える。ただし、

ワークショップには事務局も参加するため、議論が大きくずれないよう適宜修正するし、ワークショ

ップで議論した事業が計画に登載されないということがないように注意したいと考えている。 
 
佐藤美恵子委員 
商工業者ワークショップとあるが、構成メンバーは商店会であり、飯坂地区は含まれていない。飯坂

地区は工業地域であるため、地区事業者が公平に意見を述べることができる機会も必要ではないか。 
 
橋本係長 
商工業者ワークショップとしているため工業者もメンバー対象となるが、ワークショップで議論する



内容は商店街の活性化を想定している。飯坂地区の事業者が参加しても問題ないが、事業実施の対象

となる地域は中心市街地となるため、飯坂地区事業者の参加に特にこだわる必要はないと考えている。 
ワークショップメンバーは若手中心の構成を考えているが、商店会の事情により必要人数を確保でき

ないことも想定されるため、商工会や商工会青年部等もメンバーに含めることを想定している。 
 
（２）その他 
高橋文雄委員 
本日委員会の欠席者は６名である。欠席者が多いのは委員会の運営上問題ではないか。 
 
橋本係長 
会議の開催は２週間前に通知したが、普段仕事をしている方でもあるため、既に予定が入っていた。

福島市で開催される六魂祭の準備も理由となっている。策定委員会の年間スケジュールでは、第２回

を５月中に予定していたことから、スケジュールは守りたいとの考えで本日委員会を開催することと

した。次回からは日程調整を早めたいと考えている。 
 
※議事終了後、議長解任 
 
５ その他 
 特になし 
 
６ 閉会（橋本係長） 


